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2E04

イノベーション・プロセスにおける

コーディネート活動の実態調査とその分析

○西川　洋行（県立広島大学）

１．	 背景

　イノベーション推進を図るうえで産学官の連携

が重要であるという認識は広く共有されつつある。

シュンペーターの言う「新結合」(1) がイノベーショ

ンの起点とするならば、イノベーション推進策は、

如何にして産、学、官のセクター間の結びつきを促

し、イノベーションの芽＝起点を見出し育むか、を

原初的な課題と捉えるべきであろう。この課題を２

つの視点 (2)から検討してみたい。一つは萌芽；「起点」

をより多く見出す方法について、もう一つは育成；

イノベーションの萌芽をより高確率に「成果」へと

結びつけていく方法について、である。単純化して

言えば、（イノベーション）＝（「起点」の数）	×（	「成

果」を得る確率）である。

　イノベーションとは、本来当事者（起業家等）が

自発的な意図に基づき自ら創始するものであり、こ

れまでのイノベーション政策は、外部から意図的に

起業を促す環境を作り出すことで、間接的にイノ

ベーションを誘発させようとするものが主流であっ

た。しかし、そうした環境整備による間接支援から

脱却し、直接当事者に関わるような取り組みが近年

登場し、産学官の様々な組織の支援人材が直接関わ

るプロセスが登場してきた。本稿はそうした「人」

に焦点を当てている。そうした支援を現実に行う

「人」については所属する組織も呼称も様々である

が、本稿では「コーディネータ」と総称し、彼 / 彼

女らの役割・業務を「コーディネート」と総称する。

２．	 知られざるコーディネータの実態

　萌芽の段階すなわちイノベーション創発のプロセ

スを効率化しようとする試みは、例えば起業数、大

学との共同研究数、知的財産権の取得件数等の指標

を見る限り、明らかな成果は乏しいと言わざるを得

ない。一方、企業経営者や研究者、大学の教員等に

話を聞くと、組織や関係者の間を繋ぎ調整する人が

必要という声を聞く。「支援策はあっても、それを

うまく活用できる人がいないと、自分たちだけでは

物事がうまく進まない」というのが実感のようであ

る。こうした役割を担ってきたのが、先に述べたコー

ディネータであるが、このコーディネータの働き即

ちコーディネート活動に関しては、未だに個人的ス

キルの範疇に留まり、一般化や共通化等は未整備で

理解が進んでいない。実態の把握が進まない中で、

上から目線の思い込みに基づく調査や、調査結果が

描き出す仮想的コーディネータ像に頼って施策や制

度を設計しても実効性が乏しいのは当然であろう。

　本研究はこうした問題意識から、コーディネータ

に直接ヒアリングを行い、実際のコーディネート活

動の内容に沿ってその実態を把握・分析し、普遍性

を持った業務として一般化を図っている。

３．	 調査 ･分析方法

　従来の調査研究によって、実際に要求される業務

内容に基づき“こうあるべき”というコーディネー

タ（この調査では URA と呼称）像 (3) が示されている。

【要旨】　イノベーション創出に至るプロセスには、関係する様々な組織や個人間の連携を促し、調整し、

推進している一般的にコーディネータと呼称される中間支援人材が重要な役割を果たしていることが近

年明らかになってきた。本研究は、あまり理解が進んでいないコーディネータの役割の実態を明らかに

するため、個々のコーディネータを直接調査し、通常業務に沿って彼 /彼女らの業務と機能を把握する

手法により、コーディネート機能の実態を実務に沿った形で解明し機能の体系化を図ることを目的とし

ている。本研究では産学官のコーディネータについて調査を行っているが、本稿では地方自治体のコー

ディネータがイノベーション・プロセスの初期段階で果たしている重要な機能を中心に報告する。
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この調査では大学に在籍するURA等への調査を通じ、

大学内で実施されている業務内容に沿ってスキル標

準を規定している。しかしながら、イノベーション

･ プロセスに関わるのは大学に限られるわけではな

く、むしろ産や官のセクターの寄与がより大きい。

また、この調査が規定する業務を１人で全てこなす

ような万能型コーディネータは、現実にはまず存在

しない。その多くは、特定の業務を分担するか重要

と判断される業務に注力しており、その分担の方法

や業務の取捨選択こそが、コーディネータ及びコー

ディネート活動を理解する上では重要である。この

分担や業務の選択は、各コーディネータが置かれて

いる立場や環境、組織内での業務分掌等に左右され

ることが多く、所属する組織の属性（産 ･ 官 ･ 学の

セクタ等）による影響はさらに大きい。

　こうしたことから、本研究では，

①　調査の範囲を産学官全体に拡大し、産学官連携

によって何らかのイノベーションを起こそうとする

一連の取り組み（プロジェクト）に関わるコーディ

ネータを調査対象とする。

②　コーディネータが関わる（実施する）業務内容

とともに、所属する組織の属性やプロジェクト中で

関わる業務範囲を明らかにする。

③　組織の属性や業務範囲と業務分担や選択の関係

を明らかにする。

ことを目的とし、関係者へのインタビューにより得

られた口述データを基にして類型化 ･ モデル化を行

う。これにより、イノベーション ･ プロセス中での

コーディネータ業務の実態やプロジェクトの進捗に

伴う業務の変遷を把握する。

　このうち今回報告するのは、官セクターの地方自

治体等に属するコーディネータである。表１に、本

調査に協力いただいたコーディネータの所属と連携

業務内容及び意見をまとめた。この結果を、以前報

告した大学等に所属するコーディネータの調査結果

（4）と比較すると、イノベーション ･ プロセスの初期

段階、すなわち新たなイノベーションの萌芽を見出

す段階での地方自治体等に所属するコーディネータ

の特徴的な働きが明らかになった。次章でその詳細

を説明する。

４．	 実在する地方自治体等コーディネータの姿

　調査対象とした“プロジェクト”は、県立広島大

学が広島県下の自治体と締結している包括連携協定

に基づく地域課題解決型の３種類の協働事業（表２）

である。これらは市町村レベルでの地域課題を大学

と地元自治体、地域の企業や団体の３者が協働で解

決策を模索し取り組む事業である。多くの場合、こ

表１　自治体コーディネータの姿

表２　協定先市区町と協働事業

所属 主な連携活動 連携活動への意見

A氏（A市職員） 地域の人脈から情
報収取、会合参加

組織の枠（業務）で
は課題は見えない

B氏（A市職員） 商工会等との会合
を持つ、人脈づくり

個人的な人間関係
が連携には不可欠

C氏（A市職員） 企業訪問、組織間
の連携の仲介

企業との人間関係
構築が重要

D氏（B市職員） 各種団体との連絡
調整、会議出席

日頃の付き合いか
ら提案が出てくる。

E氏（C市外郭
団体職員）

地域産品の商品化、
事業化支援

住民活動への参加
が地域連携の原点

F氏（C市職員） 外郭団体や工業会、
商工会の運営、企
業訪問

結局、「人」対「人」
の関係、顔を合わ
せることが重要

G氏（D市職員） 情報収集と集約、
会合に出る、関係
者間の情報仲介

課題設定と判断基
準が重要、現実と
論理の対比

H氏（E市職員） 自身で企画を提案、
個人的人脈を構築
し、情報収集

住民活動への参加
から人間関係が構
築できる

項目 概要 内容説明

包括連
携協定
締結先
自治体

庄原市、三原市、廿
日市市、安芸高田
市、世羅町、尾道市、
江田島市、三次市、
広島市南区

広島県内９市区町、
地域連携センター
担当者と各自治体
担当者がコーディ
ネート機能を担う

地域戦
略協働プ
ロジェク
ト

自治体が抱える官
民の課題を、大学
教員と協働で解決
を図る

審査なし、自治体
毎に協議のうえ課
題を決定、地域連
携センターから研
究費支出

地域課
題解決
型研究

官民からの課題提
案を受け、教員が自
身の研究テーマとし
て取り組む

審査あり、大学予
算から研究費支出、
広島県内の自治体
もしくは企業/団体
等より提案募集

自治体
の研究
助成事
業

自治体が市内企業/
団体等から公募し
た課題を大学教員
が共同研究や技術
指導等により解決を
図る

審査あり、自治体
予算から研究費支
出、応募は県立広
島大教員のみ、庄
原市、三原市、三
次市で実施
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の市町村レベルでの地域課題は顕在化しておらず、

地域課題の発現形としての「問題」が認識されてい

るにすぎない。したがって、こうした「問題」から

「課題」を顕在化し、課題解決策を企画・立案して

いくプロセスを経ることになる。表１に示した活動

事例はこうしたプロセスを部分的に記述したものと

見ることが出来る。表１のコーディネータへのイン

タビュー内容をもとにコーディネート活動を類型化

すると、図１に示すように、７ステップからなる業

務プロセスに収斂することが分かった。以下に、各

ステップでの活動概要を示す。

１. 地域の当事者が感じている「問題」について、

自治体や地域団体のコーディネータがその「問題」

の存在を認識する。

２.認識された「問題」について、当該コーディネー

タがその内容や意味合いを把握し、その重要性や緊

急度を判断する。

３.重要度や緊急性が高い「問題」を、他のコーディ

ネータや関係者に提示し、認識を共有する。

４．その「問題」を生じさせている隠れた「課題」

の存在を認識する。

５.「課題」の顕在化に向けた検討を、関係する産

学官の連携会議等で議論を開始し、正式な協働事業

として課題解決に向けた取り組みを開始する。

６.「課題」の解決に必要なリソース（研究者、資金、

事業実施者、協力者等）を検討し、プロジェクトの

企画立案を行う。「課題」自体が仮説であることが

多く、仮説検証型になるケースが多い。

７. プロジェクトの計画承認と事務的手続き開始し、

メンバーと役割分担を決定し、プロジェクトを正式

に組成する。マネジメントスタッフとしてコーディ

ネータの関与が継続する場合もある。（以降、実施

フェーズに入る）

　ステップ１から３に関しては、市町村や地域団体

等に属するコーディネータがほぼ単独で担っている

ケースが多く、特にステップ１、２は極めて地域密

着性の高い業務であることが伺える。企業等の組織

が抱える潜在的課題に関しても、同様のプロセスを

経ることが多く、企業等が抱える「問題」を察知す

ることで企業の「課題」を顕在化し、産のニーズと

して認識されるに至っている。地域課題にせよ産の

ニーズにせよ、課題解決策を立案し実行に移すプロ

セスは、地域や企業の活動にとっては、多くの場合

新たな発想や組合せを取り込んだイノベーション・

プロセスである。

　今回の調査で浮き彫りとなったのは、極めて個人

的な人間関係や交友関係に依拠してそうした地域の

「問題」の情報を入手している実態である。地方自

治体職員は地域社会との距離感が近く、職員として

の業務と私的な活動の境界が不明瞭な場合も多い。

地元の集会や会合、祭りやボランティア活動等にお

いて、私的な人間関係をベースとした情報収集が行

われており、例えばコーディネータとして働くべき

部署に配属された H氏は「最初は戸惑ったが、結局、

地元との個人的な付き合いを頼りに仕事をする方法

にたどり着いた」と話している。実際、E 市役所で

は、H 氏が担当になった後に、同市が実施する研究

開発補助事業の応募数も提案の質も向上していると

いう、こうしたやり方が有効であることを裏付ける

図１　萌芽段階での業務プロセス

「問題」の把握・判断

「問題」の認識共有

「課題」の顕在化

プロジェクト企画・立案

プロジェクト実施体制構築

潜在的「課題」の発見

「問題」の発見

学
（
大
学
等
）

産
（
企
業
等
）

官
（
自
治
体
等
）

自治体コーディネータ
の重要な役割
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評価がある。しかしながら、こうした個人的な取り

組みは業務として公式に認められておらず、経費も

充当されないケースが多いようである。重要なコー

ディネート活動でありながらその実態の把握は遅れ

ており、今後詳しく分析し、明確に業務として位置

付けるべく実態を明らかにし、何らかの改善提案へ

と結びつけたい。

５．	 官の役割‐地方自治体のケース‐

　産学官連携において、官の役割は常に議論の的と

なってきた。いわゆる仲介役でありイノベーション

に間接的に関与する裏方であるとする意見も根強

い。筆者もこれまではそうした主張を支持する側に

立ってきたが、今回の調査によって、同じ官セクター

であっても、市町村レベルの地方自治体ではそれ以

上の役割を果たしていることが明らかになった。地

方自治体のコーディネータは、イノベーション・プ

ロセスの初期の段階で本質的に重要な機能を中心的

に果たしている。言い換えれば、「埋もれているイ

ノベーションの種を見つけ発芽を促す」役割と例え

ることもできる。当事者ですら理解できていない埋

もれた課題の掘り起こしと、それを解決するための

取り組みを始める機会を作るというものである。

　この埋もれた課題を解決するため、産学官各セク

ターの様々な関係者とコンタクトを取り、協力を要

請する。そうした中でそれまで関わることのなかっ

た人たちが出会い、相互に刺激を受けて，それまで

考えもしなかったような発想や提案に結びつく。そ

もそもは直面する課題の解決を図るために行ってい

るこうしたコーディネート活動が、新たな発想や提

案に基づく課題解決策というイノベーションに結び

ついていくという関係が成立している。

　一方で、こうした地方自治体のコーディネータは、

プロジェクトの実行段階に関わることは稀のようで

ある。今回調査したケースでも、大学等と連携して

リソースを集めプロジェクト組成が始まると、一転

裏方に回り始め、補助金申請や行政手続きへのアド

バイス等の限られた活動に留まる傾向が見られた。

事業には直接関わらないというスタンスは、自治体

においては共通して見られる傾向である。

６．　　まとめ　－　役割分担　－

　市町村等の地方自治体に属するコーディネータ

は、イノベーション ･ プロセス中の初期段階におい

て重要な機能を果たしている。当事者も気づいてい

ない埋もれた課題を探し出し、それを産学官の議論

の俎上に載せ、課題解決を図るプロジェクト組成に

向けて研究者、資金、事業実施者、協力者等のリソー

スを集める役割を担っている。こうした機能は、地

域社会と密接に関わり、かつ客観的に俯瞰できる立

ち位置にあるからこそ可能であり、大学や企業に属

するコーディネータには果たし難い機能である。

　本研究は端緒についたばかりであり、本稿は主に

地方自治体という「官」セクターに焦点を当ててい

る。プロジェクト組成後の実施段階に入ると、「学」

や「産」のセクターに属するコーディネータの存在

感が増し、反対に「官」のコーディネータは裏方に

回るようになってくる。今後も本研究を継続し、育

成段階以降におけるコーディネータ及びコーディ

ネート活動に関して、今度は「産」と「学」のコー

ディネータにフォーカスし、その実態を明らかにす

る。最終的にプロジェクトの成果が企業等での活用

にまで繋がる、イノベーション ･ プロセス全体に亘

るコーディネータの役割と活動を明らかにしたい。
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